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2023年 12月期 第２四半期 決算説明会動画および Q&A掲載のお知らせ 

 

当社は、2023年 12月期 第２四半期決算説明会動画、および決算に関する Q&A を掲載い

たしましたので、お知らせいたします。 

 

◼ 2023年 12月期 第２四半期 決算説明会動画 

 

◼ 2023年 12月期 第２四半期 決算説明会動画書き起こし 

※ログミーファイナンスのページに遷移します。 

 

◼ 2023年 12月期 第 2 四半期決算 Q&A 

営業利益率が前年同期の 13.8％から 20.9％に大きく増加している要因は？ 

前期はオフィス移転に伴う一時費用が約 20 百万円発生していることに加え、当期は広告宣伝投

資内容を見直したことに伴い、広告宣伝費が前年同期比で減少したことなどが一因です。売上高

の増加に比べ販管費の増加が抑制されたため、結果として営業利益率が向上しております。 

通期計画に対して営業利益の進捗が良いが、上方修正は行わないのか？ 

第 2 四半期時点では、通期予算に対する営業利益の進捗率は 60.9%と順調に進捗しておりま

す。下半期は、ラスベガスで行われる AWS 最大の年次カンファレンス『re:Invent 2023』への

参加を予定しているほか、採用強化による人件費の増加を見込んでおり、通期予算を据え置い

ております。 

為替変動に伴う影響は？ 

当社は、WafCharm for AWS Marketplace および Managed Rules の売上高や、売上原価に計上し

ているサーバコスト、米国子会社における人件費などの費用、外貨で保有している現金預金な

どが、為替の変動により影響を受ける可能性があります。  

https://youtu.be/Mmvnt7-Hrno
https://finance.logmi.jp/378337


前四半期と比較して、ARR の増加額が鈍化している理由は？ 

新規顧客獲得は順調に進んだものの、攻撃遮断くん及び WafCharm の解約がそれぞれ増加した

ことにより、結果として ARR の純増額が少なくなっております。 なお、2022 年 12 月末から

2023 年 3 月末にかけての ARR の増加額には、連結範囲の変更に伴い Managed Rules に関する米

国法人の ARR 増加分が一部含まれております。 

解約率上昇の要因は？ 

特筆すべき個別具体的な要因があるわけではなく、サイト閉鎖、アカウント統合やセキュリテ

ィ予算の見直しなど、何らかの理由で解約になってしまった企業が一定数発生しております。

ユーザーに継続的にご利用いただけるよう、機能開発やサービスの安定的な提供に努めてまい

ります。 

従業員数が昨年末から大きく増加している背景は？ 

新規採用が順調に進捗していることに加え、昨年に比べ退職率が減少したこともあり、従業員

数が増加しました。 退職率の減少については様々な要因が考えられますが、昨年から今年にか

けては人事評価制度の刷新、メンター制度の導入によるオンボーディング強化、従業員の自己

学習を支援する書籍購入補助の新設など、従業員の活躍を支援する各種施策を着実に実行して

いまいりました。引き続き将来の成長に向けた体制強化に努めていきます。 

紹介パートナー制度新設による今期の業績への影響は？ 

紹介パートナー制度新設から、ARR ないしは売上高への反映には一定の時間を要するため、今

期業績に与える影響は軽微です。 中長期での販売拡大に向け、新たな紹介パートナーを着実

に獲得し続け、案件創出に向けた取り組みを行ってまいります。 

WafCharm の料金プランアップデートが与える影響は？ 

今回の料金プランアップデートの対象は、2023 年 6 月以降の新規ユーザーのみとなっており、

今後の新規ユーザー獲得に伴う単価 UP が見込まれます。 一方で、既存ユーザーに対する料金

プランのアップデートは、新規ユーザーの動向なども考慮しつつ、適切なタイミングを検討し

てまいります。 

  



2023 年 5 月 30 日に、国税庁より公表された「ストックオプションに対する課税(Q&A)」にて、

信託型ストックオプション（以下、信託型 SO）に関して、役職員等が権利を行使して株式を取

得した時点で会社からの実質的な給与とみなされるとの見解が示されました。 当社でも信託

型 SO を導入していると思うが、どういった影響があるか？ 

当社では、2021 年 11 月に信託型 SO を導入しているものの、本日時点で受益者は確定しておら

ず、役職員による権利行使も発生していないことから、信託型 SO による過年度の税負担の見直

し等の影響はありません。 今後の信託型 SO の取り扱いに関しては、外部専門家と協議しなが

ら検討してまいります。 

 

 

以 上 


